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• 2016年11月から運用開始したＧ空間情報センターは、2021年11月に5周年を迎えた。設立当初は、地
理空間情報の流通・整備は十分でなく、これを促進する役割を掲げた唯一無二のデータプラットフォー
ムであったが、この5年間において7千件を超えるデータセットが登録流通し、利用者も延べ１万人と
飛躍的に拡大してきた。

• 一方で、同時にこの5年間において社会経済環境、情報通信技術の進展やＡＩ技術の普及により、デジ
タルトランスフォーメーションなど、データを取り巻く環境が変化し、様々なデータプラットフォーム
が分野別に立ち上がりつつある。また、各種プラットフォームを連携させる動きも見られる。

• そのような背景のもと、データプラットフォームとして先駆的に実運用を行っているＧ空間情報セン
ターとして担う役割が変化してきている。

• そこで、2022年度からの概ね5年間をＧ空間情報センター運営の第2期として運営方針を掲げる。

2022年3月

はじめに
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1.Ｇ空間情報センターのこれまでの取組みと振り返り
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•第2期地理空間情報活用推進基本計画（2012年3月）において、センターの構築が位置づけられ、専門部
会による検討やプラットフォーム開発実証を経て、2016年11月に稼働。

•第４期の基本計画（2022年3月）では、「Ｇ空間情報センターを中核に地理空間情報の流通及び利活用の
推進」が地理空間情報の流通及び利活用の推進する主な取組として位置づけられている。

Ｇ空間情報センター開設の背景・経緯

2011FY
第2期地理空間情報活用推進基本計画（2012年3月閣議決定）
• 「各主体によって整備される様々な地理空間情報を、利用者が容易に検索し、入手・利用出来る環境の整備が必要」、「国、地方公共団
体、民間事業者等が一体となって施策を推進することで、我が国における地理空間情報の共有・提供を行う情報センターの構築を目指す。」

地理空間情報の共有・相互利用促進に
関する専門部会（国土交通省）

Ｇ空間プラットフォーム開発・実証
（総務省）2014～2015

基
本
検
討

シ
ス
テ
ム
構
築

Ｇ空間情報センター 運用開始：2016.11～
•Ｇ空間情報センター運用による地理空間情報の円滑化及び利活用モデル構築事業（国土交通省）等
• AIGIDによる民間データ流通促進

• センターの在り方、目的、ミッション
• センター利活用イメージ
• センターが提供する機能・サービス
• 情報保有者、利用者のニーズ
• メタデータ項目
• 運用ルールや利用規約
• 運営主体の要件

第3期地理空間情報活用推進基本計画（2017年3月閣議決定）
• 「Ｇ空間情報センターは、産学官民連携のインフラとして、各主体が整備する地理空間情報を集約し、より一層利用価値の高い情報へと
加工・変換して、誰もがいつでも容易に、かつ円滑に検索・入手できる仕組みの構築を目指す、Ｇ空間社会の中核を担うものである」

運
用
開
始

第4期地理空間情報活用推進基本計画（2022年3月閣議決定）
• 「地図情報、画像情報、統計情報などの地理空間情報を容易に検索・入手・利用でき、官民データを活用する多様な主体が連携する
基盤としての機能を有するＧ空間情報センターの一層の活用促進を図る」
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•設立当初（検討時含む）は東日本大震災での地図データの活用が十分にできなかったこと（利用許諾等の
時間を要した）、地理空間情報の流通・オープンデータ化が活発でなかったことから、地理空間情報を容
易に・一元的に検索・入手できる場を創出し担うが役割であった。

Ｇ空間情報センターの創設時の状況

背景/社会情勢 ターゲット層 役割・機能

○地理空間情報の流通は国土地理院、
国土数値情報など限定的であり、そ
れぞれどこで入手できるか集約され
ているものがなかった。

○データ提供者は自らのウェブサイト
での情報公開は行っていたが、デー
タそのもののダウンロード等の入手
可能なサイトは少数。

○オープンデータの概念が浸透しつつ
あったがまだ道半ば。

○ＧＩＳユーザが必要なデータがどこ
にあるか把握できない。

○あったとしても二次利用して良いの
か不明瞭（あるいはwebサイトとし
て一律的に禁止されている）。

○ＧＩＳユーザ

＞地理空間情報の取扱いについて一定の知
識がある層

＞研究者や建設コンサルタント等
（ＧＩＳを操作できない層は対象外）

○地理空間情報データ保有者
＞地理空間情報を保有している行政機関

（国、自治体）
＞既にＷｅｂサイト（WebGIS）で公開し

ている機関

○地理空間情報の卸売市場
楽天市場、Yahoo!などのイ

メージ

※ユーザは自らデータをダウ
ンロードして必要な加工を
施し、利用することを想定

○センターによるデータ公開
の場の提供や利用規約等に
よるオーブンデータ化や
データ流通の普及推進

※一般（特定用途）向けアプ
リケーションは、民間事業
者等がサービスとして展開
するものでＧ空間情報セン
ターはその下支え

５つのミッションを設定

5



Ｇ空間情報センターの創設時のミッション

 災害時の緊急対応を情報で支援
（通行可能情報等）

 災害時の情報提供（双方向）・
連携のハブ

 災害対応の経験の蓄積

 政府・自治体等のデータ・情報
の「信託」を通じての利活用支
援、オープン化支援
 利活用方法のコンサルティング

 G空間情報の統合・解析、
新たなり活用方法の開発
などを産学官で実施

 多様なG空間情報を検索可能
にする。

 さらに、すぐ使える「社会課題解
決支援パッケージ」として提供

 G空間に関するオープンリソース
（ソフトウェア、データ、人材）
の充実支援、利活用支援

 G空間情報のアウトリーチ

災害対応
情報ハブ

G空間情報
（データ・アプ
リ）の流通支
援部門

G空間情報
の研究開発

部門

政府・自治体
向け「情報信
託銀行」部門

G空間オープン
リソース・ハブ

平常時の情報提供

国民等

自治体・公共団体等

東大・CSIS等の
研究機関と連携

 「社会課題解決支
援パッケージ」を開発

赤丸はセンター開設時に担う機能 6



①G空間情報の流通支援

• 国、地方公共団体、大学、民間等が保有する、オープンデータ、有償・無償データ、
独自データなどの多様なデータを提供します。また、データを活用するための各種
アプリケーション（利用環境）も提供します。

• さまざまなG空間情報、アプリケーションを、誰もが簡単に検索・入手できる環境
（各種データの検索・提供を行う基盤）を構築することで、研究機関、民間事業者、
個人による新たなサービス開発など、新産業・サービスの創出に貢献します。

②政府機関・自治体向け「情報信託銀行」サービス：公共データのオープン化

• G空間情報の基盤として位置づけられる政府、自治体保有の公共データを「信託」を
通じオープン化することを目指します。国や自治体等には、高い有用性があるにも
かかわらず、様々な制約等によりそのままでは公開はおろか利用もできないデータ
が存在していますが、これらのデータを適切な変換・集計や解析、匿名化等を施す
ことで、国や自治体・住民等に裨益する価値の高いデータに変換していきます

③災害対応情報ハブ：防災・減災への貢献

• 災害時に、災害ボランティアや研究機関等の活動を支援するため、G空間情報セン
ターでは、災害時協定に基づきデータの提供等を行います。災害時に情報を提供す
る側の機関、情報を利用する側の機関と順次災害協定を締結しています。国、地方
公共団体、大学、民間等が保有する災害対応に役立つデータを、いち早く現場関係
者に届けることで、防災・減災に貢献します。災害対応または減災に資する活動と
して、AIGIDでは、連携協定を締結しております。

④G空間情報オープンリソースハブ：普及展開活用に関する取組

• 国、地方公共団体、ボランティア、地域コミュニティ・地域企業、研究機関等と連
携・協同しながら、G空間情報の利活用普及活動を進めていきます。また、G空間情
報の活用に関するコンサルティングも実施していきます

⑤G空間情報の研究開発：新たな価値の創造

• 産官学で連携・協同し、さまざまなG空間情報を組み合わせや、集計・解析や匿名化
などの加工による価値のあるデータの開発、利活用手法の開発を行い、社会課題解
決に貢献します

これまでの振り返り：創設時のミッションに対する自己評価

◎概ね達成、今後も継続的に実施
※登録データセット数は5年間で約
17倍（410→7150）、登録ユーザ
数は52倍（190→10,000）

◎公共オープンデータ化は浸透。
◎国、自治体等がデータ公開する場
を提供（≒①）

○内閣府オーブンデータや都市計画
基礎調査、プラトーなどデータ公
開の場にはなっている。

△情報信託は方向転換が必要。（条
件付き提供の窓口になっている）

◎防災科研、防災マップなど一定の
提供は実現。

△広報ＰＲが課題
×災害協定は増えていない。

○アイディアソン、ハッカソンなど
の場を提供。

○実運用するプラットフォームとし
て他ＰＦとも連携開始

△国交DPFなどシステム機能面の社
会実装には貢献

△独自データは道半ば、利用方法な
どの提示が今後の課題

自己評価設立時の5つのミッション

7



●データカタログの連携

– 当センターのデータカタログと連携することで他PFでも検索可能

（具体連携先）

• 防災科研(SIP4D）/ bosaiXview

• 自動運転SIP / MD Communet

• SIP分野間データ連携基盤技術（CADDE）/ 横断検索サイトデータ

●API配信や可視化などウェブ利用しやすい形にデータ変換して提供

– 当センターがオリジナルデータのAPI配信や、点群データなどの大容量データは可視化に適切なサイズ
等に調整して配信

（具体連携先）

• 国土交通省 / 国土交通データプラットフォーム

•他PFのデータダウンロード機能を提供

– 他PFの利用者は閲覧したデータを当センターからダウロード可能

(具体連携先)

• 国土交通省 / 国土交通データプラットフォーム

• 国土交通省 / 3Ｄ都市モデル（PLATEAU）

• 東京都等 / 東京公共交通オープンデータチャレンジ

• 土木学会 / インフラデータチャレンジ

• 自治体 / 都市計画基礎調査データ

• 自治体 / インフラ維持管理DB連携共通基盤

これまでの振り返り：Ｇ空間情報センターと他の連携状況

8
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●国・自治体・民間等のデータを加工や集約により付加価値提供

– 当センターで他者のデータを加工や集約して、可視化・分析等のサービスとして提供

– 3次元都市データは普及促進のため、無償試験利用実証を実施

（提供元/提供情報・サービスの例）

• JARTIC / 断面交通量データ

• パイオニア / 通行実績データ

• 農水省 / 筆ポリゴン・筆ポリゴン中心点データ

• 自治体 / MyCityReport＜市民投稿/道路損傷検出サービス＞

• 自治体 / MyCityConstruction＜工事情報のオンライン電子納品＞

• 測量企業等 / リアルタイム防災情報提供＜災害時情報提供＞

• 国交省都市局、民間 / 都市の三次元デジタルツインのサステナブルな利用のための「デジタルシティサービス」
の無償試験利用

●国・自治体・民間の近年流通を推奨するデータを提供

– 国、自治体等が整備し近年流通が始まったデータを公開、Ｇセンターのトップページからも検索しや
すい形にUIを変更

• 3次元データ（3D都市モデルや点群データ）

• 人流データ

これまでの振り返り：Ｇ空間情報センターと他の連携状況

9
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これまでの振り返り：Ｇ空間情報センターと他の連携状況

国

民間データ等

自治体

都市計画
防災・災害

国土強靭化/i-con/インフラ維持管理

防災科研
防災クロスビュー

理研内閣府
防災

都市計画
基礎調査

国土
地理院

登記所
備付地図
（法務省）

人流データ/
3次元データ等

地下街等
地下空間
（首都圏）

MCR
市民投稿/
道路損傷

Data.go.jp
（内閣府）

連携協定
システム連携

オープン
データ

パブリックタグ
場所情報コード
（地理院）

通行実績マップ
（パイオニア社）

防災関連

自治体
データ 屋内位置情報

民間データ

行政・民間
サービス

API提供

政府
データ

分
野
・
サ
ー
ビ
ス
連
携

基
盤
デ
ー
タ

検討中

実証中

タイル配信読込

航空写真

交通・移動

運用中

各種
Ｇ空間情報

東京公共交通
オープンデータ
チャレンジ

インフラ
データチャレンジ
土木学会

Tellus
（経産省）

衛星画像データ

地番
ジオコーディング

国土数値
情報

（国交省）

断面交通量
（JARTIC）

国土交通データ
プラットフォーム

インフラ
データ

分野間データ連携基盤
CADDE

データカタログ
横断検索サイト

MD
Communet

(自動運転SIP)

人流

筆ポリゴン

トンネル点検
データ

3次元
点群データ

測量企業
災害時緊急撮影データ

3Ｄ都市モデル
PLATEAU
（都市局）

インフラ維持
管理DB

MCF
都市の
未来予想

MCC
オンライン
電子納品

リアルタイム
防災情報

3D都市モデル提供

10
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（農研機構）

PF データ



2.今後の基本的な方向性とミッション
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【近年の状況変化への対応】
•Ｇ空間情報センターは地理空間情報のプラットフォームとしての認知度は高まりつつある。
•個別分野のデータプラットフォームの立ち上がり、行政でのオープンデータ化が進みつつある。
•設立当初はデータはダウンロードして利用することが前提であったが、APIなどインターネット上での
データ授受で利用することがスタンダードになりつつある。
•上記の変化に合わせて、ターゲット層や役割・機能を拡充していく必要がある。

Ｇ空間情報センターを取り巻く状況の変化と今後の方向性

背景/社会情勢 ターゲット層 役割・機能

○地理空間情報の流通及び流通する
データの種類（3次元、点群、人流
など）が増えている。

○ベース・レジストリとして地図情報
が含まれており、新たに指定・整備
が想定される。

○データ提供のプラットフォームが各
分野で立ち上がり、分野間データ連
携などが求められている。

○データ流通・公開の普及により
googleなど一般的な検索でもデータ
にアプローチしやすくなっている

○ＧＩＳユーザ（継続）

＞地理空間情報の取扱いについて一定の知
識がある層

・研究者、建設コンサル等
＞ＧＩＳなどの知見を有さない層（拡充）
・Ｇ空間情報を他のデータ等とあわせた活

用が見込まれる層

○地理空間情報データ保有者（継続）
＞地理空間情報を保有している行政機関

（国、自治体）
＞既にＷｅｂサイト（WebGIS）で公開し

ている機関

○地理空間情報ＰＦ
※ユーザは自らデータをダウン

ロードやAPIによりデータ検
索・取得が可能。

※ショーケース等によるデータ
利活用例の提示

※データ保有者はセンターのリ
ソースを利用してデータ公開
可能

○ＰＦ間でのカタログデータ連
携（API）

○データプラットフォームの機
能提供

＞API配信のためのデータ変換、
配信基盤の提供

○データプラットフォーム機関（拡充）
＞分野別やスマートシティ（都市ＯＳ）な

どのデータプラットフォーム

※一般（特定用途）向けアプ
リケーションは、関連サー
ビスとして展開

基本的な方針+新たな5つのミッション

○ 地理空間情報をウェブ上で使えるク
ラウドサービスが増えつつある。必
ずしもデータを持たなくてよい。
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今後の基本的な方針とミッション

公共性のある産学官連携した地理
空間情報プラットフォームとして継続
的に運営する

– 政府系データは網羅しつつあるが、今後も産学
官と連携し、取り扱うデータや連携するプラット
フォーム、関係機関などを拡充し、公共性のある
活動を継続的に行う。

【基本的な方針】

新規性のあるデータ、各種データの
基盤となるベース・レジストリの提供を
充実

– ３次元、人流データのほか、新規性のあるデータ
を積極的に公開

– 地名などのデジタル庁等が設定するベースレジス
トリをＧ空間情報センターからも一元的に提供

データ保有者や他PFとの連携による
デジタルツインの実現支援

– データ保有者から提供されたデータを加工し、
API提供するなど他者との連携を強化

– 個別のデータ提供に留まらず、各地域ごとにデー
タを統合的に束ね、ユーザーにとって使いやすい
状態にするホットスタンバイ状態の都市のデジタ
ルツイン環境を提供

①G空間情報の流通・活用の継続的支援
– Ｇ空間情報センターを継続的な運営を行い、Ｇ空間情報の流通および活用
を支援する。

②社会的な情報連携基盤として他分野PF・DBや
組織との連携充実

– これまで繋がりが薄い分野や新たに創出されるPFの連携を図る。

③Ｇ空間情報センターのリソースを活用した付加価
値の創造

– データ提供するシステムや運用仕組みなどのこれまでの知見やリソースを活かし
たサービス提供を行う。

④G空間情報の普及展開活用の支援
– 講習会、セミナーのほか広報活動等やデータを利用・学ぶ機会を創出する人
材育成支援を行う。

⑤G空間情報の研究開発
– Ｇ空間情報の整備・流通に係る技術的な研究開発の実施する。

【5つのミッション】
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今後の基本的な方針とミッション：連携の姿

国

民間データ等

自治体

都市計画
防災・災害

国土強靭化/i-con/インフラ維持管理

防災科研
防災クロスビュー

内閣府
防災

都市計画
基礎調査

国土
地理院

登記所
備付地図
（法務省）

人流データ/
3次元データ等

地下街等
地下空間
（首都圏）

MCR
市民投稿/
道路損傷

Data.go.jp
（内閣府）

連携協定
システム連携

オープン
データ

パブリックタグ
場所情報コード
（地理院）

通行実績マップ
（パイオニア社）

防災関連

自治体
データ 屋内位置情報

民間データ

行政・民間
サービス

API提供

政府
データ

分
野
・
サ
ー
ビ
ス
連
携

基
盤
デ
ー
タ

新連携

タイル配信読込

航空写真

交通・移動

連携済

各種
Ｇ空間情報

東京公共交通
オープンデータ
チャレンジ

インフラ
データチャレンジ
土木学会

Tellus
（経産省）

衛星画像データ

国土数値
情報

（国交省）

断面交通量
（JARTIC）

国土交通データ
プラットフォーム

インフラ
データ

分野間データ連携基盤
CADDE

データカタログ
横断検索サイト

MD
Communet

(自動運転SIP)

ベースレジストリ

筆ポリゴン

3次元
点群データ

測量企業
災害時緊急撮影データ

3Ｄ都市モデル
PLATEAU
（都市局）

MCF
都市の
未来予想

MCC
オンライン
電子納品

リアルタイム
防災情報

3D都市モデル提供新サービス

充実

オンライン
電子納品

14

WAGRI
（農研機構）

PF データ



3.５つのミッションと具体的な取組
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具体的な取組：データプラットフォームの運用

– 国、地方公共団体、大学、民間等が保有するオープンデータ、有償・無償データなどの多様なデータ
を第1期と同様、継続的に提供する。

– 誰もが簡単に検索・入手・閲覧できる環境（各種データの検索・提供を行う基盤）を継続的に運営す
ることにより、さまざまなG空間情報の流通を促進し、研究機関、民間事業者、個人による新たな
サービス開発など、新産業・サービスの創出に貢献する。

– Ｇ空間情報センター（サイト）のリニューアルによるＵＩや機能改善を行う。

– データを活用するための情報連携基盤としてＡＰＩ連携によるシステム間連携など新しいニーズにも
対応した提供形態にも対応を図る。

ミッション①G空間情報の流通・活用の継続的支援

ＫＰＩ 設立時
（2017.3）

現状
（2021.10）

将来見通し
（2026.10）

備考

登録ユーザ数 1,164 11,914 20,000

登録データセット 504 7,237 10,000

年間PV(ページビュー）数 697,980※1 2,367,031※2 4,000,000 今後はPVとあわせて
API接続数、リクエスト数も
指標として検討ＡＰＩリクエスト数 - - 新設

データ提供者数 - 572 650

うち地方自治体数 約300 400

Ｇ空間情報センター
サイトリニューアル

- - 2022年度上期

※1 2016.11～2017.3の5ヶ月間を年間換算した値
※2 2020.4～2021.3の値
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具体的な取組：基盤となるデータの提供

– 今後、社会の基盤として指定整備が進むベース・レジストリについては、土地・地図分野に関する指
定データを中心に、Ｇ空間情報センターにおいて検索・提供できるような環境を構築する。

– 特に住所や地番情報など地形等の地理空間情報は根幹となる基本データであり、法務省の地図データ
（以下、登記所備付地図データという）を始めとした土地・地図分野のベースレジストリ指定データ
の提供を担う。

– さらに、民間等が保有する情報なども含め、新たなベース・レジストリの充実に寄与するデータにつ
いても取扱いや集約化する役割を担う。

17

ミッション①G空間情報の流通・活用の継続的支援

ＫＰＩ 設立時 現状 将来見通し 備考

ベース・レジストリの提供
- -

・登記所備付地図の提供
・住所、公共施設等の他ベースレジストリデータの提供

登記所備付地図データ等
を活用した新たなサービス

- -
・登記所備付地図データのタイルデータやAPIの提供
・地番ジオコーディングサービスの開発

新たなベースレジストリへ
の貢献

- - ・検討会や諸活動への参画



具体的な取組:新しいデータの提供・流通促進

– 3次元データ（点群、都市モデル）や人流データなど、新しいデータが整備・提供されつつあること
から、これらの比較的流通も少ない新しいデータについて、積極的・多面的に流通させることにより、
デファクト化や標準化などにつなげる。

– ショーケースの充実、ニュースレータによる情報発信やセミナー等開催の充実により、流通する新し
いデータの活用例を提示し、データ利用の障壁をさげるとともに、GISの知見を有さない層に向けた
取組などを行い、新しいデータの提供流通促進と利用者層の拡充につなげる。

18

ミッション①G空間情報の流通・活用の継続的支援

現状 将来見通し 備考

新しいデータの提
供・流通促進

・3D都市モデル、都市計画基礎調査、
人流データなど

・時代の要請にあわせて時点での新し
いデータを数種類、全国展開を支援
する

新しいデータのプロ
モーション

・ショーケース、ニュースレターによる紹介
・セミナー・講習会の開催

・現状、新データのプロモーション的活
動は限られているため、データ提供者
とも連携し、左記の取組を拡充する



具体的な取組：他機関・データプラットフォームとの連携拡充

– 地理空間情報は様々な分野で活用が期待されるとともに、都市ＯＳや分野別プラットフォーム等に
おいても利用・提供されている。

– Ｇ空間情報センターにおいては、地理空間情報に特化したＰＦとして、自らが収集配信するだけで
なく、他分野のＰＦやデータベースとの連携機能を強化し、地理空間情報の検索・利用のネットワ
ークを広げる。また、ＡＰＩ連携などシステム間連携の環境は過渡期にあり、必要に応じてカタロ
グサービス・ＡＰＩ配信などの機能分担を提供することにより、社会的な情報連携基盤として構築、
運用を図る。

– システム的な連携のみならず、研究活動など諸活動において連携も充実させる。
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ミッション②社会的な情報連携基盤として他分野PFやDBとの連携充実

現状 将来見通し 備考

CKAN 連携サイト ・2団体
 防災科研
 自動運転（MD Communet）

・10サイト/団体以上
Tellus,WAGRIなど

・CKAN連携、システム間
連携に加えて、データ表
示と入手による役割分
担による連携も含む
・サイト間の相互連携
・Ｇ空間情報センター側
でのデータ利用
・他分野PFとは、
CADDEから提供される
コネクタ等のツールを必
要に応じて活用しつつ連
携を図る

プラットフォーム
及びデータフォルダと
の連携

・4サイト
 国土交通データプラットフォーム
 PLATEAU
 地理院タイル
 CADDE 横断検索サイト

連携協定 ・9団体
 防災科研
 東京大学空間情報センター(CSIS）
 国土交通省都市局
 災害連携協定（6団体）

・20団体 ・包括連携等の組織間で
の連携



具体的な取組：利用ニーズに基づいた具体サービスの提供

– Ｇ空間情報センターはこれまでカタログサイトとして地理空間情報の検索・入手を容易にする役割を
担ってきたが、利用フェーズについては利用者に委ねていた。

– 今後は、Ｇ空間情報センターの基盤を利用して、具体・特定分野や地域における課題解決に資する付
加価値したサービスの提供への展開を図る。

– 防災分野においては、災害時や平時から提供されている防災情報の集約やリアルのある情報提供を関
係機関と連携して行う。また、災害時に、災害ボランティアや研究機関等の活動を支援するため、G
空間情報センターでは、災害時協定に基づきデータの提供等を行う。

– 防災、ｉconstructionなどインフラ分野を当面の注力分野とする。

– また、登記所備付地図データが毎年Ｇ空間情報センターから提供されることを踏まえ地番ジオコーデ
ィングサービスや、各種デモや企画提案などに利用可能な各種サンプルデータの提供など既存データ
の紐付けなど付加価値データやサービスの提供を検討する。
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ミッション③Ｇ空間情報センターのリソースを活用した付加価値の創造

現状 将来見通し 備考

開発支援 ・国交DPF ・３PF程度

サービス開発 •５サービス
・トライアルデータパック
・ＭＣＣ
・ＭＣＲ
・ＭＣＦ
・セミナー、講習会

・新規2サービス
・データアクセス定期レポート
・実証/デモ用サンプルデータ提供
・地番ジオコーディング
・・・・
など

※「将来見通し」は、検討して
いるサービスの一部を例示し
たものであり、提供が決定した
ものでありません。



具体的な取組

– 国、地方公共団体、ボランティア、地域コミュニティ・地域企業、研究機関等と連携・協同しながら、
ワークショップやセミナー活動を通じてG空間情報の利活用普及活動を進める。

– GISの知見を有さない初心者層を対象とした講習会やワークショップ取組などを行い、Ｇ空間情報の
利活用可能な層の拡大を図る。

– また、産学官連携による先進的なプラットフォームとして、システム面での機能提供に加えて、運営
やアーキテクチャなど運営にかかるノウハウについても提供していく。
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ミッション④G空間情報の普及展開活用の支援

現状 将来見通し 備考

研究会の開催 ・3テーマ/年
 リアルタイム防災
 デジタルシティ研究会
 インフラ管理

・５テーマ/年

ワークショップ・
セミナー/アイ
ディアソン等

・ワークショップセミナー
 参加者 60人

・ワークショップセミナー
・イベント連携

・アーバンデータチャレンジ、東京都
公共交通オープンデータチャレンジ
などとの連携を図る。



具体的な取組

– 産官学で連携・協同し、さまざまなG空間情報を利用・流通しやすくするため、データ加工や可視
化や利活用方法の開発を行うことにより、データへの利用価値を高め、社会課題解決に貢献します。
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ミッション⑤G空間情報の研究開発

現状 将来見通し 備考

研究開発事業への参画 •3事業/年 3事業/年 ・年間３事業程度の研究
開発事業を受託し、技術
面等の向上を図る



4.運営体制
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•Ｇ空間情報センターは、一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会における事業部門として継続的安定的
な運営体制を維持する。

•外部有識者からの意見を反映するため、有識者や行政機関等から構成されるアドバイザリー会議を設置し、
助言・支援を得ながら、適切な運営を図る。
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運営体制

Ｇ空間情報センター

センター長

副センター長

企
画
開
発
担
当

デ
ー
タ
担
当

シ
ス
テ
ム
担
当

一般社団法人社会基盤情報流通推進協議会

災
害
防
災
担
当

ア
ラ
イ
ア
ン
ス
担
当

プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
担
当

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス
担
当

Ｇ空間情報センター
アドバイザリー会議

• 学術研究機関有識者
• 関係行政機関
• 民間企業・関係団体

助言



•今後5年間のうち、前半は受託事業（システム開発支援、運用）が見込まれる他、データ販売、有償セミ
ナーに注力することにより、５年後には事業収益3億円を目標とする。

•人員体制は、企業からの出向者の受入れなどを含む20名体制からさらなる増員を目指す。なお、事業規
模見込みにあわせてフレキシブルに対応する。

財政・人員体制

8,964 

15,088 

181,246 

42,176 

45,548 
115,846 

271,947 
300,000 

11,957 

17,898 

186,886 

51,394 54,420 120,456 

299,279 350,000 

0
50,000

100,000
150,000
200,000
250,000
300,000
350,000
400,000

事業収益 経常収益

Ｇ空間情報センター設立

戦略的イノベーション創造プログラム （SIP）
国土交通データプラットフォーム構築支援
国と地方自治体の電子納品の連携

単位：千円

現状 将来見通し 備考

事業収益 271,947千円 300,000千円 ・第8期はシステム開発業務も多くが最
高益であるが、今後の受託見込みは微
増と想定。
・サービス提供による収益増を目指す

スタッフ数 約20名程度 さらなる増員
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参考：Ｇ空間情報センターの取組概要
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• Ｇ空間情報センターは、情報保有者と利用者をつなぐデータプラットフォーム（データカタログサイト）として、データ検索、
閲覧、入手、購入、API接続などの機能を提供。

• その他、セミナー、トライアルデータパック、リアルタイム防災情報の提供など各種サービスを拡充

Ｇ空間情報センターのサービス・機能

https://www.geospatial.jp/gp_front/ 情報利用者向け提供機能

データ検索

プレビュー

データ入手

API

様々な条件で
登録データを検索

どんなデータか、
プレビューできる

データを
ダウンロード

データやメタデータ
をAPIで取得可能

データ購入
民間事業者の
データをオンライン
で購入

情報保有者向け提供機能

災害時
情報提供

災害発生時に
通行実績等の情
報提供

メタデータ
登録

メタデータを登録
（検索対象）

データ
提供

センター上にデー
タをアップロードし、
利用者へ提供

CKAN-
API連携

API
提供

CKAN-APIによる
システム間連携

APIによるデータ
提供

アクセス
ログ提供

データへのアクセス
ログを提供

データ
登録・公開
支援

データ登録や公
開に関する支援

関連サービス提供

■Ｇ空間情報センターサイト

• セミナー・講習会
• リアルタイム災害情報
• 市民協働投稿サービス
（MCR）

• 将来のまちの姿(MCF）
• オンライン電子納品(MCC）
• トライアルデータパック
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• 開設以来５年間で、ユーザー数及び登録データセット数は10～15倍に増加。

• 登録ユーザー数（アクティブ）は約1.2万人、登録データファイル数は56,000以上

• 月平均ページビューも約4倍となっている。

Ｇ空間情報センターへのアクセス

登録ユーザ数

11,914 約10倍

登録データセット数
登録ファイル数

7,237

約56,000

2021.10末現在 2016年度末比

約15倍

■Ｇ空間情報センターへの登録状況

月平均
ページビュー

22.7万PV/月※1

（14万PV/月※2） 約4倍
※1 2021年4月～10月
※2 2016年11月～2021年10月
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注）Ｇ空間情報センターはユーザ登録なしでも利用可能
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訪問者数 一人当たりリソースアクセス数

•開設以来、平均約14万/月ページビューがある。

•従来は災害発生時にPVや訪問者数が増えていたが、直近では3D都市モデルPLATEAUの公開時にアクセス
が急増

•訪問者数ひとり当たり平均2.1アクセス/人

Ｇ空間情報センターへのアクセス

平均 2.1アクセス/人
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国 地方公共団体 民間事業者・AIGID

•最近は、レーザ測量成果、点群、３D都市モデルなどの３次元データ、地下屋内地図や人流など、民間提供も含めた
新しいデータを掲載

•熱海市の土砂災害発生時には、静岡県と連携し、点群データやドローン画像を公開

•民間、地方自治体も積極的にＧ空間情報センターを活用してデータ公開

Ｇ空間情報センターの登録データ

■登録データ例

国交省都市局
3D都市モデル（Project PLATEAU） 静岡県

熱海市周辺点群データ

国交省政策統括官
全国の人流オープンデータ

（1kmメッシュ、市町村単位発地別）

兵庫県
県全域DSMデータ

AIGID
断面交通量データ

各種キャリア人流データ/通行実績 /
点群データなど
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•民間事業者や研究機関等によるＧ空間情報センターにあるデータ等を活用したサービス創
出

•Ｇ空間情報センター（AIGID）自らもサービス提供（オンライン電子納品等）

31

Ｇ空間情報センターの利用例

■Coeido 119
AEDデータを利用

■断面交通量データを用いた
交通流シュミレーション

■学生向けＧＩＳ教材：東京大学

■オンライン電子納品



•災害発生時（地方公共団体が災対本部等の立ち上げをトリガー）に、国や民間事業者の緊
急撮影情報や自動車通行実績、避難施設などをタイムリーに集約して提供

サービス開発・提供：リアルタイム災害情報

https://www.geospatial.jp/disaster-info/
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•国立研究開発法人情報通信研究機構から平成30年度～令和2年度まで委託研究。

•公共施設管理システムについては、令和2年度から富山県南砺市から運用を受託。

•MCFの高解像度版にあたるNextMCF（下図）を東大と開発し、南砺市・裾野市で公開。

サービス開発・提供：まちづくり・都市計画（My City Forecast）

https://mycityforecast.net/
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•2019年4月に立ち上げたMCRコンソーシアムでは、14自治体が有償会員として加入。

•総務省の2020年度の情報通信白書や国交省道路局の概算要求資料にも事例が掲載。

•For Road Managersについては、東大発のスタートアップとしてUrbanX社が起業

34

サービス開発・提供：インフラ管理（My City Report）

https://www.mycityreport.jp/



•2021年12月時点で12自治体が試行を行い、合計989件、実施受注法人が248になっている。

•このうち、静岡県は昨年度から本格運用中。

•国土交通データプラットフォームとも連携。

サービス開発・提供：建設分野のオンライン電子納品推進（My City Construction）

https://mycityconstruction.jp/
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